
第1次甲斐市総合計画（後期基本計画）『成果指標取組状況』（平成２３年度～２７年度）

指標名
指標の
説明

指標の
算出方法

Ｈ27
目標値

担当課 H25 H26 H27
成果指標
達成結果 算出根拠 基本目標 政策 施策 成果指標

H32目標
値

1

景観地
区の指
定が望
まれる
面積

美しい
景観づ
くりに
向けた
取り組
みの状
況を示
す指標

景観地区ま
たは地区計
画、建築協
定等が指定
されている
区域の面積

－ 49.3ha H21 49.3ha
都市

計画課
－ － 49.3ha 達成済み

景観地区の策
定については
検討中

市内における開発地（分譲地）
内での地区計画、建築協定等の
既指定区域であるため。
（篠原地区　23.8ha　　響が
丘地区　24.2ha　　四ツ谷
1.3ha）

現在のところ、新たな計画はな
い。

ー ー ー ー ー

2

地域に
合った
街並み
がある
と感じ
る市民
の割合

街並み
に対す
る市民
の愛着
度合い
を示す
指標

市民アン
ケート調査
において、
肯定的回答
をした人の
割合

－ 68.6% H21 73.0%
都市

計画課
－ 68.8% 68.6% 未達成

第2次甲斐市
総合計画策定
「市民アン
ケート」より

竜王駅、塩崎駅周辺整備事業に
関する上昇値を見込んでいた
が、塩崎駅周辺整備事業が終了
していない。また、平成26年
12月に「甲斐市景観条例」を施
行し、平成27年2月には「甲斐
市景観計画」を策定して良好な
街並みづくりに取り組んでいる
が、条例等の施行後間もないこ
とや特色ある街並みがないこと
が大きな要因であると考えられ
る。

塩崎駅周辺整備事業の早期完成
を目指すとともに、景観計画に
基づくまちづくりを推進する。

３　美しい景観
と快適で安全な
都市機能を築く
まち（都市・建
設・交通・防
災）

（１）良好
な景観と市
街地の形成

①景観ま
ちづくり
の推進

成果指標
として原
則アン
ケート調
査は用い
ないため
削除

ー

3

人口集
中地区
（DID
）の人
口密度

市街地
におけ
る土地
利用の
高度化
の状況
を示す
指標

人口集中地
区の人口÷
人口集中地
区面積

4,813人
/k㎡

Ｈ
12

4,872人
/k㎡

Ｈ
17

5,000人
/k㎡

都市
計画課

－ － ー 未達成

52,009人÷
11K㎡
H22国勢調
査より

算出方法となる国勢調査（Ｈ２
７）の数値が出ていないため、
算定できない。

立地適正化計画の策定を検討
し、居住誘導区域や都市機能誘
導区域の設定により、将来にお
ける人口密度の保持に努めてい
く。

３　美しい景観
と快適で安全な
都市機能を築く
まち（都市・建
設・交通・防
災）

（１）良好
な景観と市
街地の形成

③適正な
土地利用
と拠点地
域の整備

継続実施
5,000人

/K㎡

4
市街地
整備が
行われ
た面積

計画的
な都市
整備の
状況を
示す指
標

土地区画整
理事業、市
街地再開発
事業及び都
市再生整備
計画事業に
より整備さ
れた地区の
面積

26.2ha Ｈ
16 118.5ha H21 120.5ha

都市
計画課

118.5ha 118.8ha 118.8ha 未達成

市街地開発事
業115.5ha
都市再生整備
計画事業
3.3ha

都市再生整備計画事業の「塩崎
駅周辺整備事業」（約２ｈａ）
のうち、約１．７ｈａが終了し
ていないため。

同事業を継続実施し、早期の完
成を目指す。

３　美しい景観
と快適で安全な
都市機能を築く
まち（都市・建
設・交通・防
災）

（１）良好
な景観と市
街地の形成

③適正な
土地利用
と拠点地
域の整備

継続実施
120.5h

a

5

自律し
た都市
圏を形
成して
いると
感じる
市民の
割合

高度な
都市機
能の整
備状況
を示す
指標

市民アン
ケート調査
において、
肯定的回答
をした人の
割合

－ 48.3% H21 60.0%
都市

計画課
－ 53.1% 53.4% 未達成

第2次甲斐市
総合計画策定
「市民アン
ケート」より

竜王駅周辺整備事業は完了した
ものの、都市機能を形成するた
めに重要な幹線道路等の整備の
遅れや塩崎駅周辺整備事業の未
完了、また、市街地形成の中心
となる、駅周辺地域への都市機
能の集積が少ないことなどが影
響していると思われる。

塩崎駅周辺整備事業の継続実施
や都市計画道路等の整備促進を
図りながら、将来における持続
可能なまちづくりを目指すた
め、「立地適正化計画」の策定
を検討していく。

３　美しい景観
と快適で安全な
都市機能を築く
まち（都市・建
設・交通・防
災）

（１）良好
な景観と市
街地の形成

③適正な
土地利用
と拠点地
域の整備

成果指標
として原
則アン
ケート調
査は用い
ないため
削除

ー

6

鉄道駅
の乗降
客数
（年
間）

公共交
通機関
のうち
鉄道の
利用状
況を示
す指標

JR竜王駅
定期乗降客
数＋JR塩
崎駅定期乗
降客数

723,576
人

Ｈ
14

777,309
人

H21
950,000

人
都市

計画課
838,405

人
826,725

人
ー 未達成

ＪＲ東日本八
王子支社公表
の乗車人数に
よる推計値

←ＪＲの公表時期が７月上旬予
定のため、不明。

ＪＲ竜王駅、塩崎駅周辺整備事
業の実施により、通勤・通学の
ための電車利用者の増加を見込
んでいたが、依然、自動車やバ
イクなどの移動手段に依存して
いる率が高いものと思われる。

ＪＲ塩崎駅周辺整備事業の早期
完成を目指し、利用者の利便性
の向上に努めていく。

３　美しい景観
と快適で安全な
都市機能を築く
まち（都市・建
設・交通・防
災）

（３）道
路・交通環
境の整備

④公共交
通機関の
利用促進

削除 ー

7

公共交
通機関
の便利
さに対
する市
民の満
足度

公共交
通機関
の整
備、利
用促進
による
成果を
示す指
標

市民アン
ケート調査
において、
合併して充
実したと回
答した人の
割合

13.1% Ｈ
17 15.1% H21 23.0%

企画
財政課

－ 36.2% － 達成済み

第2次甲斐市
総合計画策定
「市民アン
ケート」より

平成２７年２月に実施した第２
次甲斐市総合計画策定のための
市民アンケートにおいて電車や
バスなどの公共交通が充実して
いるかをたずねたところ「ある
程度充実していると思う」の
31.9％を含め充実していると答
えた割合が３６．２％であっ
た。

快適で安全なまちづくりを目指
すうえで、交通空白地帯の解消
と交通弱者の移動手段確保、市
内交通体系の確立等のため、今
後も本事業を継続し取り組んで
いく。しかしながら利用者も減
少傾向となりつつあるなかで、
運行内容の見直しや利用促進対
策が必要である。

ー ー ー ー ー

8

乗用車
の世帯
あたり
保有台
数

自家用
車の利
用環境
を示す
指標

乗用車（軽
自動車を除
く）保有台
数÷住民基
本台帳世帯
数

1.04台
Ｈ
17 1.04台 H21 1.00台

都市
計画課

1.00台 0.98台 0.96台 達成済み
統計山梨より
課税台帳ベー
ス

明らかな要因は不明であるが、
少子高齢化による運転免許証取
得者の減少や免許返納者の増加
などが考えられる。

立地適正化計画において目標と
する、自動車等に過度に頼るこ
とのない公共交通の整備等を検
討していく。

ー ー ー ー ー

9

生活道
路の整
備状況
に対す
る市民
の満足
度

生活道
路の整
備によ
る成果
を示す
指標

市民アン
ケート調査
において、
肯定的回答
をした人の
割合

13.8%
Ｈ
17 13.8%

Ｈ
17 20.0% 建設課 － 53.1% － 達成済み

第2次甲斐市
総合計画策定
「市民アン
ケート」より

地元の要望により、細かい生活
道路の整備を進めた為。

費用対効果を十分検討した中
で、市民の生活に密着した道路
整備を進めて行く。

ー ー ー ー ー

10

車道幅
員が４
ｍ未満
の市道
の割合

狭あい
道路の
解消状
況を示
す指標

車道幅員４
m未満の市
道の総延長
÷市道の総
延長×100

23.0%
Ｈ
16 35.2% H21 33.0% 建設課 20.9% 20.7% 20.4% 達成済み

道路台帳「そ
の他資料」よ
り

民間開発による、4ｍ以上の道
路の市道移管件数が増加した
為。

地元自治会と協議し、本当に必
要な整備を進めて行く。

ー ー ー ー ー

11

市内の
公道に
設置さ
れた歩
道の延
長距離

歩行者
道路の
整備状
況を示
す指標

市内の公道
に設置され
た歩道の総
延長

45,640
ｍ

Ｈ
16

48,070
ｍ

H21
55,000

ｍ
建設課

48,330
ｍ

48,416
m

49,002
m

未達成
道路台帳「部
分自歩道」よ
り

グリーンベルトなどの簡易的
な、歩行者通行帯の設置につい
ては、カウントされていない為

地元自治会と協議し、本当に必
要な整備を進めて行く。

３　美しい景観
と快適で安全な
都市機能を築く
まち（都市・建
設・交通・防
災）

（３）道
路・交通環
境の整備

③歩行環
境の整備

削除 ー

平成２８年度以降の取組予定
（第２次総合計画での対応を含

む）現況値

番
号

基本
政策

『実績値』

前期基本計画
策定時値

『成果指標』 未達成成果指標の取組（第２次総合計画）

①
都
市
機
能
の
充
実
し
た
ま
ち
づ
く
り

（達成済みの場合）
達成できた理由

（未達成の場合）
達成できなかった理由

－1－



第1次甲斐市総合計画（後期基本計画）『成果指標取組状況』（平成２３年度～２７年度）

指標名
指標の
説明

指標の
算出方法

Ｈ27
目標値

担当課 H25 H26 H27
成果指標
達成結果 算出根拠 基本目標 政策 施策 成果指標

H32目標
値

平成２８年度以降の取組予定
（第２次総合計画での対応を含

む）現況値

番
号

基本
政策

『実績値』

前期基本計画
策定時値

『成果指標』 未達成成果指標の取組（第２次総合計画）
（達成済みの場合）

達成できた理由
（未達成の場合）

達成できなかった理由

12

市が主
催する
生涯学
習講座
に参加
した市
民の数
（年
間）

生涯学
習機会
の利用
状況を
示す指
標

市が主催す
る生涯学習
講座への参
加者数

15,000
人

Ｈ
16

20,999
人

H21
24,400

人
生涯学習
文化課

20,584
人

21,156
人

20,546
人

未達成

公民館、地域
ふれあい館・
双葉ふれあい
文化館主催講
座と公民館ま
つりへの参加
者数

公民館等の講座は、多様な生涯
学習機会の提供という観点か
ら、市民からの要望のみに応え
るのではなく、教養・美術・音
楽・健康・運動・歴史・趣味な
ど、偏りのないよう様々な分野
のものを企画・開催しているた
め。

情報収集等を行いながら、市民
にとって魅力的な講座等の企
画・開催に努める。また、市民
へのより一層の周知を図る。

１　まちづくり
は人づくり生涯
にわたる学びの
まち（教育・文
化）

（2）生涯
学習・文化
活動の推進

②多様な
学習機会
の提供

「公民館
等が主催
する親
子、子ど
も向け生
涯学習講
座への参
加者数」
へ変更

2,000人

13

生涯学
習の
リー
ダーと
なった
市民の
数

生涯学
習の市
民の目
標の達
成度を
示す指
標

社会教育施
設等で指導
者として活
動した市民
の数（ボラ
ンティアバ
ンク含む）

200人
Ｈ
16 162人 H21 200人

生涯学習
文化課

159人 169人 198人 未達成

甲斐市生涯学
習指導者人材
バンク登録者
数

「生涯学習指導者人材バンク」
への登録は講師依頼を約束する
ものではないので、登録を強く
呼びかけることが難しいため。

人材バンクの制度や登録につい
て広く周知し、また、登録され
た情報の積極的な活用に努め
る。

１　まちづくり
は人づくり生涯
にわたる学びの
まち（教育・文
化）

（2）生涯
学習・文化
活動の推進

①生涯学
習推進体
制の充実

削除 ー

14

公民館
等の利
用団体
の構成
員の数

生涯学
習を生
活の一
部とし
た市民
の状況
を示す
指標

1年間の各
施設ごとの
登録団体構
成員数

3,500人
Ｈ
16 8,480人 H21

10,000
人

生涯学習
文化課

6,263人 6180人 5,842人 未達成

公民館、双葉
ふれあい文化
館、敷島総合
文化会館減免
団体登録者数

利用団体の中心となっていた世
代の高齢化や共働き世帯の増加
等により、継続的に生涯学習活
動を行える人が減少しているた
め。

利用団体に対し、継続的に活動
できるよう、相談等のサポート
を行う。

１　まちづくり
は人づくり生涯
にわたる学びの
まち（教育・文
化）

（2）生涯
学習・文化
活動の推進

②多様な
学習機会
の提供

削除 ー

15
市立図
書館の
入館者
数

図書館
の利用
状況を
示す指
標

市立図書館
の年間総入
館者数

605,474
人

Ｈ
16

625,530
人

H21
650,000

人
図書館

539,867
人

535,497 532,030 未達成

各図書館入口
に設置してあ
るカウンター
装置にて集計

社会的な読書環境の変化等様々
な原因が考えらえるなか、平成
24年にオープンした新県立図書
館の余波で入館者が減少したと
考えられる。

少子高齢化がすすむ中で、子ど
もたちへの読書活動は、保護者
への啓発が有効であるため移動
図書館など図書館外での活動と
ともに、平成27年度実施した利
用者アンケートの分析等行い、
利用者のニーズの把握しなが
ら、図書館事業や運営に活かし
ていく。

１　まちづくり
は人づくり生涯
にわたる学びの
まち（教育・文
化）

（３）図書
館活動の推
進

②図書館
利用者
サービス
の充実

「図書館
事業参加
者数」に
変更

13,000
人

16

市が所
有する
スポー
ツ施設
の利用
者数
（年
間）

市民ス
ポーツ
の利用
状況を
示す指
標

市が所有す
るスポーツ
施設の利用
者総数

298,832
人

Ｈ
16

364,650
人

H21
420,000

人
スポーツ
振興課

347,840
人

351,250
人

366,448
人

未達成
利用許可申請
書記載人数

スポーツ施設利用団体の登録は
増加しており、利用者数も毎年
増加しているが、目標値までに
は至らなかった。（H27年度の
Kai遊パーク利用者数91,788人
を含めると458,236人）

第1次総合計画では、玉幡公園
総合屋内プールの利用者数が含
まれていなかったので、平成28
年度以降は含めることとする。

１　まちづくり
は人づくり生涯
にわたる学びの
まち（教育・文
化）

（４）ス
ポーツの振
興

①生涯ス
ポーツの
振興

継続実施
460,00

0人

17

生涯ス
ポーツ
を実践
してい
る市民
の数
（年
間）

スポー
ツ事業
への参
加状況
を示す
指標

市又は体育
協会が主催
するスポー
ツ事業への
参加者数

27,786
人

Ｈ
16

26,598
人

H21
31,600

人
スポーツ
振興課

24,990
人

27,697
人

27,482
人

未達成
受付名簿等に
よる人数

H27年度は教育委員会主催事業
において、爽快こども水泳教室
の参加者の減少と新規事業を実
施したが多くの参加者が得られ
なかったため。

子どもから大人まで気軽に参加
できる軽スポーツ教室を開催す
るとともに、子ども達（低学年
以下）がスポーツを始めるきっ
かけとなるような教室を開催す
る。

１　まちづくり
は人づくり生涯
にわたる学びの
まち（教育・文
化）

（４）ス
ポーツの振
興

①生涯ス
ポーツの
振興

「子ども
を対象に
した水泳
教室の参
加人数」
に変更

850人

18
幼児教
育に対
する満
足度

公立幼
稚園教
育の充
実度を
示す指
標

幼児教育に
対して満足
と回答した
保護者の数
÷アンケー
ト回答総数
×１００

－ 90.0%
Ｈ
20 93.0%

学校
教育課

91.7% 94.7% 93.3% 達成済み
H27.2アン
ケート実施

保護者に寄り添った支援ができ
た。

平成２８年度以降は、閉園のた
め取組みなし

ー ー ー ー ー

19

学校が
楽しい
と感じ
る児
童・生
徒の割
合

学校教
育への
親近感
や魅力
度を示
す指標

児童・生徒
を対象とす
る意識調査
において、
学校が楽し
いと答えた
者の割合

－

小学生
92.2％
中学生
85.5％

H21

小学生
93.0％
中学生
90.0％

学校
教育課

小学生
94.2％
中学生
91.3％

小学生
94.2%
中学生
89.8%

小学生
93.8％
中学生
90.8％

達成済み
学校評価制度
アンケート調
査

創甲斐教育推進大綱の具体的な
施策の推進を各学校に指導し、
確かな学力の向上に向けた取り
組みや、道徳をはじめ生徒指導
等の豊かな心の育成を目指した
教育を各学校で実践し、子ども
たちが充実した学校生活を送る
ことができているため。

Q-U検査の実施やその分析を生
かした学級経営を行うととも
に、道徳を中心とした豊かな心
の育成を推進していく。確かな
学力の向上をめざし基礎的・基
本的な知識や技能の定着と思考
力・判断力・表現力の育成を
図っていく。

ー ー ー ー ー

20

授業が
分かり
やすい
と感じ
る児
童・生
徒の割
合

学校教
育によ
る学力
の習得
状況を
示す指
標

児童・生徒
を対象とす
る意識調査
において、
授業が分か
りやすいと
答えた者の
割合

－

小学生
92.7％
中学生
76.9％

H21

小学生
93.0％
中学生
80.0％

学校
教育課

小学生
93.2％
中学生
80.8％

小学生
95.2%
中学生
89.3%

小学生
94.4％
中学生
90.4％

達成済み
学校評価制度
アンケート調
査

調査等の結果を生かし指導の工
夫と評価を生かした効果的な授
業を進めるよう各学校に指導
し、各学校において継続して取
り組んできているため。

やまなしスタンダードを推進
し、これまで同様に指導と評価
が一体となった授業を推進す
る。また、家庭学習が確立して
いくよう努める。

ー ー ー ー ー

21

定期的
に親し
む芸術
文化活
動（鑑
賞のみ
の場合
を含
む）が
ある市
民の割
合

芸術文
化活動
の振興
状況を
示す指
標

市民アン
ケート調査
において、
「定期的に
親しむ芸術
文化活動が
ある」と答
えた者の割
合

－ 37.4% H21 50.0%
生涯学習
文化課

－ 33.0% ― 未達成

第2次甲斐市
総合計画策定
「市民アン
ケート」より

文化芸術活動に触れる機会は
あっても、「定期的」な活動に
は様々な制約が生じ、参加が難
しいため。

双葉ふれあい文化館等を中心
に、市民の芸術鑑賞機会や文化
芸術活動の成果発表機会の充実
に努める。Ｈ32年目標値
6,600人（参加者）。

１　まちづくり
は人づくり生涯
にわたる学びの
まち（教育・文
化）

（2）生涯
学習・文化
活動の推進

⑤文化芸
術に親し
む機会の
充実

「双葉ふ
れあい文
化館によ
る文化事
業への参
加者数」
に変更

6,600人

②
心
豊
か
で
文
化
の
か
お
る
ま
ち
づ
く
り
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第1次甲斐市総合計画（後期基本計画）『成果指標取組状況』（平成２３年度～２７年度）

指標名
指標の
説明

指標の
算出方法

Ｈ27
目標値

担当課 H25 H26 H27
成果指標
達成結果 算出根拠 基本目標 政策 施策 成果指標

H32目標
値

平成２８年度以降の取組予定
（第２次総合計画での対応を含

む）現況値

番
号

基本
政策

『実績値』

前期基本計画
策定時値

『成果指標』 未達成成果指標の取組（第２次総合計画）
（達成済みの場合）

達成できた理由
（未達成の場合）

達成できなかった理由

22
伝統芸
能の継
承者数

地域固
有の文
化の継
承の状
況を示
す指標

無形民俗文
化財に指定
された伝統
芸能の継承
に携わって
いる者の数

56人
Ｈ
16 57人 H21 60人

生涯学習
文化課

57人 57人 57人 未達成
下福沢、大久
保、金剛地

伝統芸能を行う組織に加入でき
る者の条件が決められているた
め。

伝統芸能の継承者育成が進めら
れるよう支援に努める。

１　まちづくり
は人づくり生涯
にわたる学びの
まち（教育・文
化）

（2）生涯
学習・文化
活動の推進

⑥文化財
の保存と
継承

削除 ー

23

市内小
中学校
教職
員、児
童、生
徒への
文化遺
産資料
公開、
活用件
数

文化遺
産が教
材とし
て活用
されて
いる状
況を示
す指標

文化遺産や
その資料を
公開また
は、教材等
として活用
した件数

－ 13件
Ｈ
20 30件

生涯学習
文化課

10件 18件 22件 未達成
生涯学習文化
課調べ

文化遺産を公開・活用できる人
材の不足。

Ｈ32年度目標値３０件。目標達
成のための人材の確保、育成に
努める。

１　まちづくり
は人づくり生涯
にわたる学びの
まち（教育・文
化）

（2）生涯
学習・文化
活動の推進

⑥文化財
の保存と
継承

継続実施 30件

24

市内の
国際交
流団体
の会員
数

国際交
流事業
への市
民の参
加状況
を示す
指標

市内の国際
交流団体に
加入してい
る市民の数

118人
Ｈ
17 173人 H21 250人 総務課 232人 210 225人 未達成

個人　206
人
ファミリー
2家族
賛助　17人

派遣事業、ホストファミリー受
入事業等の実施により、姉妹都
市及び学校間との国際交流活動
の充実を図ってきた。これらの
取組みにより、事業への理解、
認知度は高まってはいるが、事
業へ参加した生徒及び家族が事
業終了後においても継続会員と
して国際交流協会の活動への参
加に繋がらないことが達成でき
ない主な理由と思われる。

第２次総合計画の成果指標とし
て位置付けているため、市とし
ても、目標値の達成に向けて、
引き続き民間団体の活動等を支
援していく必要がある。

５　交流と協働
による未来を拓
く活力のあふれ
るまち（産業・
行政）

（３）交流
と定住促進
による新た
な活力づく
り

③国際交
流と多文
化共生社
会の実現

継続実施 240人

25

国際交
流団体
の事業
に参加
した市
民の数
（年
間）

国際交
流事業
への市
民の参
加状況
を示す
指標

国際交流団
体が主催す
る国際交流
事業に参加
した市民の
数

1,060人

H16
/9～
H17
/8

718人 H21 2,500人 総務課 1,434人 2,679 2,735人 達成済み 総務課調べ

派遣事業、ホストファミリー受
入事業等の実施により、姉妹都
市及び学校間との国際交流活動
の充実を図ってきた。これらの
取組みにより、事業への理解、
認知度は高まり、会員数の増加
はクリア出来なかったものの、
事業への参加人数への増加に繋
がったものと思われる。

第２次総合計画の成果指標とし
て位置付けているため、市とし
ても、目標値の達成に向けて、
引き続き民間団体の活動等を支
援していく必要がある。

ー ー ー ー ー

②
心
豊
か
で
文
化
の
か
お
る
ま
ち
づ
く
り
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第1次甲斐市総合計画（後期基本計画）『成果指標取組状況』（平成２３年度～２７年度）

指標名
指標の
説明

指標の
算出方法

Ｈ27
目標値

担当課 H25 H26 H27
成果指標
達成結果 算出根拠 基本目標 政策 施策 成果指標

H32目標
値

平成２８年度以降の取組予定
（第２次総合計画での対応を含

む）現況値

番
号

基本
政策

『実績値』

前期基本計画
策定時値

『成果指標』 未達成成果指標の取組（第２次総合計画）
（達成済みの場合）

達成できた理由
（未達成の場合）

達成できなかった理由

26

福祉ボ
ラン
ティア
登録者
数

介護・
福祉に
関する
市民の
関心度
合いを
示す指
標

市社会福祉
協議会に登
録している
福祉ボラン
ティアの数

1,233人
Ｈ
16 3,973人 H21 4,500人 福祉課 4,491人 4431人 4,472人 未達成

市社会福祉協
議会に登録し
ている福祉ボ
ランティアの
数

ボランティア登録者の高齢化に
よる脱退が進んだため。

新規ボランティア登録者を増や
すよう、社協だよりでボラン
ティアに係る周知を行ってい
く。

２　健やかで心
ふれあう安心に
暮らせるまち
（福祉・健康）

（１）地域
福祉の充実

①地域福
祉の推進

削除 ー

27

日常生
活で孤
独を感
じる一
人暮ら
し高齢
者の割
合

独居高
齢者に
対する
地域の
見守り
や支援
の状況
を示す
指標

独居高齢者
のうち「日
常生活にお
いて孤独を
感じる」と
答えた人の
割合

－ 24.3% H21 23.0%
長寿

推進課
― ― ― 未達成

H21市災害
時要援護者名
簿登録申請書
結果（一人暮
らし高齢者対
象アンケー
ト）

避難行動要支援者名簿の登録数
が年間100人に満たず、独居高
齢者を対象としたアンケートを
実施しなかったため。

自治会や民生委員・児童委員と
連携し、避難行動要支援者名簿
制度や高齢者友愛訪問事業など
の事業周知を図り、独居高齢者
の見守りや支援体制を充実させ
る。

２　健やかで心
ふれあう安心に
暮らせるまち
（福祉・健康）

（３）高齢
者保健福祉
の充実

①高齢者
保健福祉
の推進

削除 ー

28

障がい
者が障
がい福
祉サー
ビスを
利用し
た回数

障がい
者の生
活自立
支援の
状況を
示す指
標

１年間に障
がい者一人
あたりが障
がい福祉
サービス
(自立支援
給付、訓練
等給付、地
域生活支援
事業等)を
利用した回
数

4.3回 Ｈ
16 6.8回 H21 9.0回 福祉課 10.4回 13.0回 14.9回 達成済み

障害者が居宅
生活支援サー
ビスを利用し
た回数＝延べ
利用人数÷利
用実人数

相談支援事業を充実させ、きめ
細かいサポート体制により事業
所と連携してきた。

障がいのある方が地域で自立し
た日常生活を営むことができる
よう、障がいの特性等の状況に
応じたサービスを継続して提供
していく。

ー ー ー ー ー

29

高齢者
の社会
参加活
動と交
流事業
への参
加の数

高齢者
の生き
がい対
策や社
会貢献
の状況
を示す
指標

過去１年間
にボラン
ティアや地
域活動をし
たことがあ
る高齢者の
延べ人数

4,745人 Ｈ
16 4,128人 H21 5,300人

長寿
推進課

14,048
人

14455人 16,212 達成済み

高齢者の生きが
いと健康づくり
推進事業参加者
1,141人敬老福
祉大会参加者
1,439人＋いき
いきサロン人数
11,398人＋帰
り道ふれあい事
業協力者数477
人

事業の周知等を積極的に行った
結果、高齢者自身の健康増進や
介護予防、生きがいづくりの意
識が高まり、事業参加者や協力
者が大幅に増えたため。

在宅サービスの推進に努めると
ともに、生きがいづくりと健康
づくり対策の充実を図る。ま
た、地域における助け合いが自
然と行えるよう、ボランティア
活動の推進、支援に努め、さら
に、地域活動への参加や高齢者
と子どもがふれあえる機会の推
進を図る。

ー ー ー ー ー

30
介護保
険サー
ビスの
満足度

介護保
険サー
ビスに
対する
評価を
示す指
標

市民アン
ケート調査
において、
満足傾向の
回答をした
人の割合

－ 54.4%
Ｈ
20 65.0%

長寿
推進課

65.8% ― ― 達成済み
H26.1～２
月「ニーズ調
査」結果

被保険者に対し、介護保険制度
説明用の通知送付等により、制
度の周知を積極的に行い、ま
た、介護保険サービスを提供す
る事業所の指導について丁寧に
行ったため。

介護保険制度について周知し、
被保険者の制度への理解を高め
るとともに、介護保険サービス
を提供する事業所の指導・監督
を積極的に行って、サービスの
質を高める。

ー ー ー ー ー

31

介護保
険認定
者の割
合（65
歳以上
の高齢
者のう
ち）

高齢者
福祉
サービ
スの認
定状況
を示す
指標

介護保険の
認定を受け
た人の割合

13.7%
Ｈ
16 13.9% H21 14.1%

長寿
推進課

13.3% 13.2% 13.1% 未達成

1号認定者÷
1号被保険者
※1号＝65
歳以上の高齢
者

介護給付費の増額傾向を抑える
ため、要介護認定調査の実施
や、介護サービスの利用につい
て、その必要性を検討しながら
認定事務を行っているため。

今後は、市独自の総合事業の推
進により、高齢者人口が増加す
る中でも、介護給付費の増大を
抑えるために、必要な要介護認
定を行っていく。

２　健やかで心
ふれあう安心に
暮らせるまち
（福祉・健康）

（３）高齢
者保健福祉
の充実

②介護保
険事業の
充実

「介護予
防事業へ
の参加者
数」へ変
更

8,800人

32
合計特
殊出生
率

子育て
支援に
よる成
果を図
る指標

１年間に
15歳から
49歳まで
の女性一人
あたりが生
んだ子ども
の数

1.54 Ｈ
16 1.61 H21 1.64

健康
増進課

1.67 1.55 1.66 達成済み
健康増進課調
べ

平成27年度は36歳以上の女性
の出産数が多かったことが一
因。
母子保健事業の充実に取り組ん
でいるが、前述の理由は不明。

甲斐市版ネウボラ事業の推進
（母子保健対策の充実）

ー ー ー ー ー

33

ファミ
リー・
サポー
ト・セ
ンター
の利用
件数
（年
間）

女性の
就業支
援の状
況を示
す指標

ファミ
リー・サ
ポート・セ
ンターの利
用実績
（年間利用
件数）

0件 Ｈ
16 2,649件 H21 2,800件

子育て
支援課

4,365件 4,294件 3,464件 達成済み
子育て支援課
調べ

制度の周知が進んだこと、共働
き世帯が増えたことなどが考え
られる。

第2次総合計画では、協力会員
数の増加に指標を変更。
公民館、図書館等へチラシを配
置したり、市ホームページにて
ファミリーサポート事業協力会
員を募っていく。

ー ー ー ー ー

34

放課後
児童ク
ラブ及
び児童
館・児
童セン
ターの
利用者
数（年
間）

子ども
を育成
するた
めの地
域環境
の整備
状況を
示す指
標

放課後児童
クラブ、児
童館・児童
センターの
年間延べ利
用者数

167,803
人

Ｈ
16

194,331
人

H21
237,600

人
子育て
支援課

173,690
人

172,914
人

181,045
人

未達成
子育て支援課
調べ

子どもの数の減少や、就学未満
児を対象とする、民間の事業も
増えたこと。また、子どもの数
に対しての利用率は、横ばいの
状況であるが、目標数の達成に
は至らなかった。

第2次総合計画では、放課後児
童クラブ数（教室数）に指標を
変更。
クラブ開催場所（教室）は小学
校の空き教室の利用など多方面
から検討し、また同時に支援員
を募りクラブ数の確保を図る。

２　健やかで心
ふれあう安心に
暮らせるまち
（福祉・健康）

（２）切れ
目のない子
ども・子育
て支援の充
実

③子育て
家庭に向
けた支援

「放課後
児童クラ
ブ数（教
室数）」
に変更

33団体

③
健
や
か
で
心
ふ
れ
あ
う
ま
ち
づ
く
り
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第1次甲斐市総合計画（後期基本計画）『成果指標取組状況』（平成２３年度～２７年度）

指標名
指標の
説明

指標の
算出方法

Ｈ27
目標値

担当課 H25 H26 H27
成果指標
達成結果 算出根拠 基本目標 政策 施策 成果指標

H32目標
値

平成２８年度以降の取組予定
（第２次総合計画での対応を含

む）現況値

番
号

基本
政策

『実績値』

前期基本計画
策定時値

『成果指標』 未達成成果指標の取組（第２次総合計画）
（達成済みの場合）

達成できた理由
（未達成の場合）

達成できなかった理由

35

健康づ
くりに
関心を
持って
いる人
の数

健康づ
くりに
取り組
んでい
る市民
の状況
を示す
指標

保健福祉セ
ンターの利
用登録者数

1,103人
Ｈ
16 3,048人 H21 4,000人

健康
増進課

4,277人 4621人 4936人 達成済み
健康増進課調
べ

歩行浴プール・軽運動室が市民
に浸透してきたため。

引き続き周知を行い、併せて健
康ポイント事業などの取り組み
をとおして健康づくりの動機付
け支援を行う。

ー ー ー ー ー

36

国民健
康保険
加入者
の健康
診断の
受診率
（年
間）

心身の
健康維
持への
支援の
状況を
示す指
標

基本検診
（総合検診
と人間ドッ
ク）の受診
者数÷基本
検診の対象
者数×100

67.2%
Ｈ
16 38.8% H21 50.0%

健康
増進課

40.0% 42.2% 42.5% 未達成
健康増進課調
べ

・全世帯配布の健診受診調査表
の回収率が約30％と低く、真の
対象者の把握が難しい。
・受診勧奨不足

・受診勧奨の強化
・健診の必要性の意識付け強化

２　健やかで心
ふれあう安心に
暮らせるまち
（福祉・健康）

（４）健康
づくり・医
療の充実

①健康づ
くりの推
進

継続実施 45.0%

37

市民一
人あた
りの医
療費
（国民
健康保
険）

健康づ
くりへ
の支援
の成果
を示す
指標

国民健康保
険加入者が
年度内に使
用した一人
あたり医療
費(10割
分）の額

295,079
円

Ｈ
16

248,546
円

H21
400,000

円
保険課

297,723
円

301,394
円

332,758
円

達成済み 保険課調べ

国民健康保険制度については、
計画作成時からすると、医療の
高度化による医療費の増加とと
もに、加入者は農林業従事者及
び自営業者の割合が減少する一
方で、年金受給者を主とする無
職者の割合が増加するなどの多
くの構造的な問題を抱えている
が、医療費通知、ジェネリック
医薬品の周知、普及により医療
費の抑制が図られたと考えられ
る。

医療費の伸びを抑制するため、
第2次総合計画と併せ、特定健
康診査等実施計画を策定し、生
活習慣病等の予防を図っていく
予定。

ー ー ー ー ー

③
健
や
か
で
心
ふ
れ
あ
う
ま
ち
づ
く
り

－5－



第1次甲斐市総合計画（後期基本計画）『成果指標取組状況』（平成２３年度～２７年度）

指標名
指標の
説明

指標の
算出方法

Ｈ27
目標値

担当課 H25 H26 H27
成果指標
達成結果 算出根拠 基本目標 政策 施策 成果指標

H32目標
値

平成２８年度以降の取組予定
（第２次総合計画での対応を含

む）現況値

番
号

基本
政策

『実績値』

前期基本計画
策定時値

『成果指標』 未達成成果指標の取組（第２次総合計画）
（達成済みの場合）

達成できた理由
（未達成の場合）

達成できなかった理由

38
観光客
数（年
間）

観光振
興の状
況を示
す指標

主な観光地
における観
光客数の合
計（昇仙峡
のみの客を
除く）

1,140,0
00人

Ｈ
16

1,298,0
00人

H21
1,354,0

00人
商工

観光課
1,105,0

00人
1,161,0

00人
1,136,0

00人
未達成

商工観光課調
べ

年ごとの推移をみると、H25に
大幅な減少があり、その後平行
となっている。
山梨県への入込客数が増加傾向
にあることから、「富士山の世
界文化遺産登録」をはじめ、県
内情勢の変化が原因のひとつで
あると考えられる。

甲斐市が有する様々な地方資源
を連携させ、観光ルートの創
設、また首都圏をはじめ広域的
に観光情報を発信し、県内観光
者の流入を図る。

5　交流と協働
による未来を拓
く活力のあふれ
るまち（産業・
行政）

（２）特色
ある地域産
業の振興

①観光産
業の振興

継続実施
1,245,0

00人

39
サービ
ス業を
営む事
業所数

生活関
連産業
など
サービ
ス業の
振興状
況を示
す指標

事業所・企
業統計に基
づくサービ
ス業の事業
所総数

1,162事
業所

Ｈ
16

1,258事
業所

Ｈ
18

1,450事
業所

商工
観光課

－ 941 － 未達成

経済センサス
（３～5年に
１度）
飲食店、宿泊
業　医療、福
祉　教育、学
習支援業　複
合サービス事
業　サービス
業

長引く景気低迷及び個人消費の
落ち込みに加え、ラザ・ウォー
クやイオンモールなどの大型
ショッピングセンターの影響に
よるものと考えられる。
小規模企業者経営改善資金緊急
対策利子補給を実施し、一定の
成果はあるものの、事業所数は
減少傾向にある。

平成27年度に創業支援事業計画
を策定。
甲斐市商工会の「ワンストップ
相談窓口」や市内の金融機関及
び税理士など支援関係機関と連
携が図れる連携相談窓口の設
置、創業支援事業者による創業
塾などを実施し、適切な創業支
援を行うとともに、支援体制の
充実を図る。

5　交流と協働
による未来を拓
く活力のあふれ
るまち（産業・
行政）

（２）特色
ある地域産
業の振興

②商工
業・サー
ビス業の
振興

削除 ー

40 地元購
買率

商業の
活性化
の状況
を示す
指標

山梨県商圏
実態調査に
おける市内
購買率

37.7%
Ｈ
16 36.9%

Ｈ
19 45.0%

商工
観光課

48.0% ― － 達成済み
商圏実態調査
（３年に１
度）

大型ショッピングセンター「ラ
ザ・ウォーク」では、１箇所で
さまざまな買い物・食事等が可
能であることに加え、地産池消
の促進に伴い農産物直売所など
での購入が増えていると思われ
る。
また、今回の数値には表れてい
ないが、甲斐市プレミアム付商
品券により、平成27年度につい
ては、域内消費が活発になって
いる。

商工会で発行している一店逸
品・住まいの得意技事業などを
通して、市民に地元企業を知っ
てもらい、需要の拡大を図ると
ともに、商工業者の経営改善・
事業継続に向けた指導を強化す
る。
中小企業・小規模企業振興基本
条例を制定し、市・事業者・金
融機関・市民等の役割を明らか
にし、地域経済の発展と地域社
会の安定を図る。

ー ー ー ー ー

41
事業所
開業率
（年
率）

市内に
おける
起業の
状況を
示す指
標

（市内にお
いて開設さ
れた事業所
数÷前回調
査時の事業
所数）÷調
査期間×
100

4.2%
Ｈ
16 4.4%

Ｈ
18 5.0%

商工
観光課

－ ― － 未達成

経済センサス
基礎調査
経済センサス
活動調査(新
設数）

長引く景気低迷の影響が大き
く、開業率は低調に推移した。
また、今までは新規開業者は、
自らの努力で金融機関等を個別
にまわり、開業に向けて準備し
なければならず、行政側の支援
が行き届いていない状況であっ
た。

平成27年度に創業支援事業計画
を策定。
甲斐市商工会の「ワンストップ
相談窓口」や市内の金融機関及
び税理士など支援関係機関と連
携が図れる連携相談窓口の設
置、創業支援事業者による創業
塾などを実施し、適切な創業支
援を行うとともに、支援体制の
充実を図る。

5　交流と協働
による未来を拓
く活力のあふれ
るまち（産業・
行政）

（２）特色
ある地域産
業の振興

③創業・
起業支援
の充実

継続実施 1.5%

42
「新連
携」の
認定数

事業者
間の連
携の状
況を示
す指標

中小企業新
事業活動促
進法に基づ
く「新連
携」の認定
数

0件 Ｈ
16 1件 H21 3件

商工
観光課

0件 0件 0件 未達成

中小企業基盤
整備機構の
ホームページ
より

新連携事業は、新商品や新役務
の開発又は生産、商品の新たな
生産又は販売方式の導入等に取
り組む中小企業２者以上の共同
事業であることが対象であり、
事業計画には国の認可を受ける
必要があることから、毎年国の
認定を受けられるものではな
かった。

新連携の対象となる創業者等が
いた場合は、本支援が受けられ
るよう指導・助言する。

5　交流と協働
による未来を拓
く活力のあふれ
るまち（産業・
行政）

（２）特色
ある地域産
業の振興

⑤産業
間・産学
官連携の
推進

削除 ー

43

やまな
し産業
情報交
流ネッ
トワー
ク
（IIEN.
Y）に参
加して
いる市
民の数

産学官
の連携
の状況
を示す
指標

さまざまな
産業分野に
携わる者が
肩書きや専
門分野を超
えて交流す
る場である
「IIEN.Y」
に加盟して
いる者の数

22人
Ｈ
16 13人 H21 25人

商工
観光課

10人 9人 － 未達成
山梨県産業政
策課に確認

山梨県内のさまざまな産業分野
で活動する産学官の関係者が専
門分野を超えて、フラットで
オープンに交流する場として、
平成16年11月に設立され、
2ヶ月に1回の交流会や、研究会
が予定されていたが、参加者の
減少によるのか、平成27年度に
は1回も開催されていない状
況。

公益財団法人やまなし産業支援
機構　新産業創造部が所管する
団体であるため、今後の推移を
見守る。

5　交流と協働
による未来を拓
く活力のあふれ
るまち（産業・
行政）

（２）特色
ある地域産
業の振興

⑤産業
間・産学
官連携の
推進

削除 ー

44 認定農
業者数

積極的
に農業
に取り
組む担
い手を
示す指
標

市内の認定
農業者の数

20人
Ｈ
16 20人 H21 24人

農林
振興課

18人 20人 33人 達成済み
農林振興課調
べ

積極的に農業に取り組む担い手
の増加

認定農業者への補助の周知 ー ー ー ー ー

45 耕作放
棄地率

優良農
地の保
全状況
を示す
指標

耕作放棄地
面積÷（耕
地面積＋耕
作放棄地面
積）×100

21.1%
Ｈ
12 27.6%

Ｈ
17 24.1%

農林
振興課

26.7% 26.7% 26.7% 未達成

H17～H21
は2005農業
ｾﾝｻｽによる数
値 H22～
H26は
2010農業セ
ンサスによる
数値

高齢化や後継者、担い手不足に
よる耕作放棄地の増加

担い手養成、農地利用の促進

5　交流と協働
による未来を拓
く活力のあふれ
るまち（産業・
行政）

（１）魅力
ある農林業
の振興

②農地利
用の促進

継続実施 19.0%

④
活
気
に
あ
ふ
れ
る
ま
ち
づ
く
り

－6－



第1次甲斐市総合計画（後期基本計画）『成果指標取組状況』（平成２３年度～２７年度）

指標名
指標の
説明

指標の
算出方法

Ｈ27
目標値

担当課 H25 H26 H27
成果指標
達成結果 算出根拠 基本目標 政策 施策 成果指標

H32目標
値

平成２８年度以降の取組予定
（第２次総合計画での対応を含

む）現況値

番
号

基本
政策

『実績値』

前期基本計画
策定時値

『成果指標』 未達成成果指標の取組（第２次総合計画）
（達成済みの場合）

達成できた理由
（未達成の場合）

達成できなかった理由

46

都市農
山村交
流事業
への参
加者数
（年
間）

農林業
の付加
価値向
上に向
けた取
り組み
の状況
を示す
指標

都市農山村
交流事業へ
参加した者
の総数

18,800
人

Ｈ
16

18,776
人

H21
21,000

人
農林

振興課
14,816

人
15,716

人
16,909

人
未達成

｢いきいき新緑まつ
り｣｢緑とふれあいﾌｪ
ｽﾃｨﾊﾞﾙ｣については
H19からは行ってい
ない。
このため山村・都市
交流促進事業として
は、ｸﾗｲﾝｶﾞﾙﾃﾝ事業
関連の人数とする。
・交流イベント
2430人、農業体験
238人、農産物直売
所来客3017人、在
型利用者5514人、
その他利用者4517
人

目標設定時に予定していた、広
域農道の開通が行われていな
い。また、農業体験がマンネリ
化しており、集客が得られな
かった。農産物の生産者が高齢
化しており、農産物が十分に提
供できなかった。

クラブハウスでの軽食販売、
バーベキューセットの貸し出し
の充実を図り、日々の利用者の
増加を目指すとともに、イベン
トにおいては広報を徹底し、集
客を図る。

5　交流と協働
による未来を拓
く活力のあふれ
るまち（産業・
行政）

（１）魅力
ある農林業
の振興

④都市農
村交流の
推進

「都市農
山村交流
事業への
参加者
数」に変
更

2,400人

47
年間商
品販売
額

商業活
動の状
況を示
す指標

市内の卸・
小売事業所
における年
間商品販売
額

103,195
百万円

Ｈ
14

105,282
百万円

Ｈ
19

130,000
百万円

商工
観光課

－ 98,816 － 未達成
商業統計調査
（３年に１
度）

長引く景気低迷及び個人消費の
落ち込みによる影響が大きいと
思われる。経済状況はゆるやか
な改善が見られているとの判断
であるが、市内企業等は依然と
して厳しい状況にあると思われ
る。

会員事業所の経営支援や地域経
済の活性化に取り組む商工会と
連携し、市内事業所の情報の発
信、地域資源活用などによる新
商品開発支援などに取り組み、
地域ブランドイメージの定着と
販路拡大を支援する。

5　交流と協働
による未来を拓
く活力のあふれ
るまち（産業・
行政）

（２）特色
ある地域産
業の振興

②商工
業・サー
ビス業の
振興

削除 ー

48
製造品
出荷額
等

工業活
動の状
況を示
す指標

市内にある
製造所等に
おける製造
品出荷額等

74,672
百万円

Ｈ
15

69,272
百万円

Ｈ
20

73,000
百万円

商工
観光課

－ 34,915 － 未達成

山梨県工業統
計調査より
経済センサス
があるとき
は、工業統計
調査はない
（Ｈ23）

長引く景気低迷及び個人消費の
落ち込みによる影響が大きいと
思われる。経済状況はゆるやか
な改善が見られているとの判断
であるが、市内企業等は依然と
して厳しい状況にあると思われ
る。

会員事業所の経営支援や地域経
済の活性化に取り組む商工会と
連携し、市内事業所の情報の発
信、地域資源活用などによる新
商品開発支援などに取り組み、
地域ブランドイメージの定着と
販路拡大を支援する。

5　交流と協働
による未来を拓
く活力のあふれ
るまち（産業・
行政）

（２）特色
ある地域産
業の振興

②商工
業・サー
ビス業の
振興

削除 ー

49

進出企
業によ
る雇用
の創出
数

企業導
入によ
る雇用
創出の
状況を
示す指
標

誘致企業
（うち、計
画期間内に
市内での事
業を取りや
めた企業分
を除く）に
より雇用さ
れた者の数

0人
Ｈ
16 10人

Ｈ
18 20人

商工
観光課

0人 ― － 未達成
商工観光課調
べ

長引く景気低迷の影響から、進
出企業も少なく、雇用の創出に
はつながらなかった。
下今井の工業団地は、県のハ
ザードマップにおいて液状化地
域とされ、また、残地の地権者
の大半は耕作希望者であり、工
業用地としての提供は、困難な
状況である。ルネサステクノロ
ジー甲府工場跡地は、汚染物質
のモニタリングが必要なため、
大規模企業の誘致は厳しい状況
である。

甲斐市企業立地条例について、
今後、既存建物（空き工場等）
での新設を検討するなど、企業
が進出しやすい環境の整備を検
討する。

5　交流と協働
による未来を拓
く活力のあふれ
るまち（産業・
行政）

（２）特色
ある地域産
業の振興

⑥企業誘
致の推進

削除 ー

④
活
気
に
あ
ふ
れ
る
ま
ち
づ
く
り

－7－



第1次甲斐市総合計画（後期基本計画）『成果指標取組状況』（平成２３年度～２７年度）

指標名
指標の
説明

指標の
算出方法

Ｈ27
目標値

担当課 H25 H26 H27
成果指標
達成結果 算出根拠 基本目標 政策 施策 成果指標

H32目標
値

平成２８年度以降の取組予定
（第２次総合計画での対応を含

む）現況値

番
号

基本
政策

『実績値』

前期基本計画
策定時値

『成果指標』 未達成成果指標の取組（第２次総合計画）
（達成済みの場合）

達成できた理由
（未達成の場合）

達成できなかった理由

50

災害発
生時の
避難場
所・避
難経路
を知っ
ている
市民の
割合

防災情
報に関
する市
民への
啓発の
成果を
示す指
標

市民アン
ケート調査
において、
知っている
と答えた者
の割合

－ 88.0% H21 100.0%
防災危機
管理課

93.8% 85.9% － 未達成

第2次甲斐市
総合計画策定
「市民アン
ケート」より

防災情報の周知及び啓発の不足
防災訓練、広報、市ホームペー
ジ等によって周知する。

３　美しい景観
と快適で安全な
都市機能を築く
まち

（４）安心
安全なまち
づくりの推
進

①防災・
減災対策
の推進

成果指標
として原
則アン
ケート調
査は用い
ないため
削除

ー

51

けが人
や病人
に応急
手当が
できる
市民の
数

災害時
の応急
対策へ
の備え
の状況
を示す
指標

消防署等が
実施する応
急手当の講
習会（普通
救命講習会
等）を受講
した市民の
数（過去3
年間）

2,093人
Ｈ
16 1,966人 H21 2,200人

防災危機
管理課

2,138人 2025人 2950人 達成済み
消防署確認数
値

頻発する災害への備えとして、
知識・技術の向上を考える機会
が増え、受講者の増加に繋がっ
た。

広報、市ホームページ等によっ
て周知する。

ー ー ー ー ー

52
火災発
生件数
（出火
率）

消防活
動によ
る火災
予防に
対する
市民へ
の意識
啓発を
示す指
標

人口1万人
当たりの1
年間の火災
発生件数

6.4件
Ｈ
16 4.7件 H21 4.0件

防災危機
管理課

4.3件 4.7件 2.2件 達成済み
消防本部から
の報告件数÷
7.4（万人）

消防団活動による、市民への火
災予防意識啓発が浸透してきた
ため。

消防団による活動や消防団フェ
スタなどによって、市民への意
識啓発を行う。

ー ー ー ー ー

53

防犯体
制に対
する市
民の満
足度

防犯活
動や防
犯灯の
設置な
ど防犯
対策の
成果を
示す指
標

市民アン
ケート調査
において、
肯定的回答
をした人の
割合

－ 70.7% H21 80.0%
防災危機
管理課

－ 68.4% － 未達成

第2次甲斐市
総合計画策定
「市民アン
ケート」より

市内全ての蛍光灯式防犯灯を
LED化に変更されていないため

蛍光灯防犯灯のLED化への促進
を継続する

３　美しい景観
と快適で安全な
都市機能を築く
まち

（４）安心
安全なまち
づくりの推
進

②防犯体
制の充実

成果指標
として原
則アン
ケート調
査は用い
ないため
削除

ー

54

交通事
故発生
件数
（年
間）

交通安
全施設
整備、
交通安
全教育
の成果
を示す
指標

1年間に市
内で発生し
た人身事故
の件数

647件
Ｈ
16 617件 H21 450件

市民活動
支援課

479件 448 483 未達成

県警本部発行
「交通事故の
あらまし」よ
り

子どもと高齢者の事故が多く、
中でも女性ドライバーの事故が
増加した。
平成26年と比べ、二輪車・自転
車・歩行者の事故増加率は少な
く、車の事故が大きく増加し
た。
また、8時～20時までの事故が
増加しており、昼に多く事故が
発生したため。

甲斐市ＨＰ・広報等に掲載
各種交通安全運動にて周知

３　美しい景観
と快適で安全な
都市機能を築く
まち

（４）安心
安全なまち
づくりの推
進

③交通安
全対策の
推進

継続実施 425件

55
都市下
水路の
整備面
積

雨水排
水施設
の整備
状況を
示す指
標

公共下水道
などで雨水
を排除する
ことができ
る区域の面
積

170ha
Ｈ
16 170ha H21 170ha 下水道課 170ha 170ha 170ha 達成済み 変更なし

昭和48年度から平成８年度の間
において、３か所を整備済みで
ある。

今後の具体的な検討は、汚水渠
整備が概成する時点で行うこと
としている。

ー ー ー ー ー

56

まちが
花と緑
に囲ま
れてい
ると感
じる市
民の割
合

緑化の
推進に
よる成
果を示
す指標

市民アン
ケート調査
において、
感じると答
えた者の割
合

－ 54.4%
Ｈ
19 60.0%

都市
計画課

－ 61.7％ 60.8% 達成済み

第2次甲斐市
総合計画策定
「市民アン
ケート」より

市民によるボランティア団体で
ある「甲斐市花と緑のまちづく
り推進協議会」の団体数が、平
成26年度は62団体であった
が、平成27年度には64団体と
増加している。
これにより、緑化への協力体制
が充実し、市民・事業者・行政
の協働及び連携が図られた結果
であると考えられる。

平成28年度においても緑化ボラ
ンティアの拡充を図り、市民・
事業者・行政の連携により
「ガーデンシティ・甲斐」の実
現に向け取り組む。

ー ー ー ー ー

57
一人あ
たり都
市公園
面積

公園整
備の状
況を示
す指標

市内の都市
公園面積÷
常住人口

5.7㎡/人
Ｈ
16

6.13㎡/
人

H21 7.5㎡/人
都市

計画課
7.0㎡/人 7.0㎡/人

7.07㎡/
人

未達成
52.94ha÷
74.8千人
（H28.4.1)

新規都市公園（仮称：上八幡公
園　Ａ＝２ｈａ）の未着手やそ
の他新規公園の整備計画が無い
ことから、目標数値に達してい
ない。

平成28年度から用地買収を開始
する「上八幡公園」の整備を推
進し、平成31年度の完成時期を
少しでも短縮できるよう努力す
る。

３　美しい景観
と快適で安全な
都市機能を築く
まち（都市・建
設・交通・防
災）

（２）快適
な住環境の
整備

①公園の
整備

継続実施 7.5㎡/人

58
生活排
水ク
リーン
処理率

生活排
水処理
の状況
を示す
指標

生活排水処
理区域人口
÷総人口×
100

68.8%
Ｈ
15 80.7% H21 85.3% 環境課 89.1% 91.1% 86.8% 達成済み

64,991人
（生活排水処
理区域人口）
÷74,880人
（総人口）

市設置型浄化槽及び個人設置浄
化槽とも設置数は増加している
ものの、全体に占める割合は低
く、公共下水道への接続による
処理人口増が大きな要因と考え
られる。

H27実績値はH27目標値を上回
る結果となったものの、第2次
総合計画において目標値を設定
した後、実績値の算出方法を変
更したことにより、H32目標値
の達成が厳しい状況となった。
生活排水クリーン処理率につい
ては、下水道事業の実績による
影響が高く依存する形となって
しまうと考えられる。

ー ー ー ー ー

⑤
安
全
で
快
適
に
暮
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り
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第1次甲斐市総合計画（後期基本計画）『成果指標取組状況』（平成２３年度～２７年度）

指標名
指標の
説明

指標の
算出方法

Ｈ27
目標値

担当課 H25 H26 H27
成果指標
達成結果 算出根拠 基本目標 政策 施策 成果指標

H32目標
値

平成２８年度以降の取組予定
（第２次総合計画での対応を含

む）現況値

番
号

基本
政策

『実績値』

前期基本計画
策定時値

『成果指標』 未達成成果指標の取組（第２次総合計画）
（達成済みの場合）

達成できた理由
（未達成の場合）

達成できなかった理由

59
ごみの
リサイ
クル率

ごみの
資源化
への取
り組み
状況を
示す指
標

資源ごみ÷
家庭ごみ×
100

16.4%
Ｈ
16 16.1% H21 19.0% 環境課 15.6% 15.2% 15.0% 未達成 環境課調べ

リサイクル推進に対するより一
層の周知が必要な状況であっ
た。

小型廃家電等の回収強化を図
り、より一層のリサイクル推進
を図る。

4　自然と生活
が調和した環境
を築くまち（環
境）

（2）循環
型社会の形
成

①廃棄物
の発生抑
制・リサ
イクルの
推進

「家庭系
ごみのリ
サイクル
率」に変
更

17.0%

60
一人一
日あた
りごみ
排出量

ごみの
減量化
の成果
を示す
指標

一般ごみの
年間収集量
÷総人口÷
365日×
1000

650g
Ｈ
16 625g H21 610g 環境課 600ｇ 602ｇ 602ｇ 達成済み 環境課調べ

ごみ排出抑制に対する、住民意
識の向上。

ごみ排出時における生ごみの水
切り等の周知を強化し、更なる
ごみの減量化を推進する。

ー ー ー ー ー

61

環境保
全活動
に対す
る市民
の割合

環境美
化に対
する市
民の取
り組み
意識を
示す指
標

市民アン
ケート調査
において地
域の清掃や
美化活動へ
参加と答え
た者の割合

－ 76.8% H21 80.0% 環境課 － 71.6% - 未達成

第2次甲斐市
総合計画策定
「市民アン
ケート」より

一層の周知が必要な状況であっ
た。

自治会・NPO法人・学校などを
対象に一層の周知を行うととも
に、必要に応じて支援を行う。

4　自然と生活
が調和した環境
を築くまち（環
境）

（１）自然
環境と生活
環境の保全

④環境美
化活動の
推進

「環境学
習イベン
ト延べ参
加人数」
に変更

250人

62
公営住
宅の整
備

中高層
団地へ
の整備
を示す
指標

中高層団地
への整備戸
数

138戸
Ｈ
17 138戸 H21 164戸 建設課 156戸 168戸 168戸 達成済み 建設課調べ

南団地整備事業の完了により、
目標を達成。

平成33年以降に金の宮住宅の整
備を検討する。

ー ー ー ー ー

63

クリー
ンエネ
ルギー
による
発電設
備の施
設数
（民間
も含
む）

新エネ
ルギー
の開発
普及の
取り組
みを示
す指標

クリーンエ
ネルギー
（太陽光・
風力）によ
り電力が生
成できる発
電施設

2ヵ所 Ｈ
17 4ヵ所 H21 10ヵ所 環境課 １３カ所

2,638カ
所

2,970カ
所

達成済み

平成26年度
以降は経済産
業省資源エネ
ルギー庁統計
データによる

固定価格買取制度の浸透などに
より、全国的に太陽光発電設備
を中心としたクリーンエネル
ギー施設の導入が進み、本市に
おいても順調に推移した。

市民に対しクリーンエネルギー
に関する周知・PRを継続すると
ともに、地球温暖化防止活動に
一層資することを目的として、
バイオマス産業都市構想の実現
を目指していく。

ー ー ー ー ー

64

自然環
境の保
全と自
然と共
生する
地域づ
くり

自然環境
の状況を
把握し、
必要に応
じた規制
等を行う
と共に、
市民の自
然環境保
護事業へ
の参加状
況を示す
指標

自然保護活
動に参加す
る市民の割
合

－ 12.6% H21 15.0% 環境課 － 12.0% - 未達成

第2次甲斐市
総合計画策定
「市民アン
ケート」より

一層の周知が必要な状況であっ
た。

市民を対象とした環境講座等を
継続して実施し、市民の自然保
護意識の醸成を目指すととも
に、バイオマス産業都市構想の
推進により、生活環境の向上と
森林整備による自然環境保全を
実現しPRを図る。

4　自然と生活
が調和した環境
を築くまち（環
境）

（１）自然
環境と生活
環境の保全

①自然保
護・自然
環境の保
全

「自然保
護活動に
参加する
市民の割
合」に変
更

16.0%

65

計画的
で秩序
のある
土地利
用が行
われて
いると
感じる
人の割
合

適正な
土地利
用の状
況を示
す指標

市民アン
ケート調査
において、
感じると答
えた者の割
合

－ 54.9% H21 60.0%
都市

計画課
－ 55.8％ 56.4% 未達成

第2次甲斐市
総合計画策定
「市民アン
ケート」より

２つの異なる都市計画区域（甲
府都市計画区域、韮崎都市計画
区域）により、それぞれ区域に
おける土地利用の格差が生じ、
居住する区域での感じ方に相違
があるものと思われる。

宅地化が現在も進んでいる「韮
崎都市計画区域」での用途地域
見直しを継続協議していく。
また、県区域マスタープランの
見直しに併せ、市都市計画マス
タープランの見直しも行ってい
く。

3　美しい景観
と快適で安全な
都市機能を築く
まち（都市・建
設・交通・防
災）

（１）良好
な景観と市
街地の形成

③適正な
土地利用
と拠点地
域の整備

成果指標
として原
則アン
ケート調
査は用い
ないため
削除

ー

66 用途地
域面積

計画的
な都市
機能の
配置や
環境保
全の状
況を示
す指標

用途地域面
積÷都市計
画区域面積
×100

－ 50.1% H21 50.1%
都市

計画課
50.2% 50.2% 50.2% 達成済み

1,433ha÷
2,852ha×
100

秩序立った都市計画行政が推進
されている。
市内にある２つの都市計画区域
において、適正な用途指定がな
されていると考える。

現在も土地利用の著しい「韮崎
都市計画区域」（双葉地区）に
おいて、市街化の状況や将来像
を見据えた新たな用途地域指定
を県と協議していく。

ー ー ー ー ー

⑤
安
全
で
快
適
に
暮
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り
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第1次甲斐市総合計画（後期基本計画）『成果指標取組状況』（平成２３年度～２７年度）

指標名
指標の
説明

指標の
算出方法

Ｈ27
目標値

担当課 H25 H26 H27
成果指標
達成結果 算出根拠 基本目標 政策 施策 成果指標

H32目標
値

平成２８年度以降の取組予定
（第２次総合計画での対応を含

む）現況値

番
号

基本
政策

『実績値』

前期基本計画
策定時値

『成果指標』 未達成成果指標の取組（第２次総合計画）
（達成済みの場合）

達成できた理由
（未達成の場合）

達成できなかった理由

67

行政改
革によ
り取り
組んだ
事務・
事業の
項目
（延
べ）

行政改
革の取
り組み
状況を
示す指
標

行政改革に
より改善さ
れた事務・
事業の数

0項目 Ｈ
17 93項目 H21 187項目

企画
財政課

156項目 161項目 163項目 未達成

第1次行政改革
における93の
取組項目数及び
第2次行政改革
大綱に掲載して
いる74の取組
項目(延数)のう
ち、実施（一部
実施）している
数。
※目標値は第1
次行政改革と第
2次行政改革に
おける項目数の
合計。

第1次行政改革大綱（H17～H22）及
び第２次行政改革大綱（H23～
H27）において重点項目、取組項目を
設定し、より効率的・効果的な行政運
営を目指し、行政改革の実現に向けて
取り組んできたが、景気の低迷や社会
経済情勢等の変化のなかで本市を取り
巻く環境も変化してきた。そのなかで
一部の取組項目において未達成（未実
施）はあるものの、第２次行政改革の
スタートから６年が経過したなかで、
全体の進捗状況としては順調といえ
る。

第３次行政改革大綱（H28～
H32）は第２次甲斐市総合計画
で掲げる５つの基本目標を達成
するために、事務事業の考え方
や進め方などをより効果的かつ
効率的なものと変革する指針で
あり、引き続き行政改革の推進
に向けて取り組んでいく。

－
総合計画の
推進方策

効率的・
効果的な
事業の推
進

削除 ー

68 経常収
支比率

市の財
政状況
を示す
指標

経常経費充
当一般財源
÷経常一般
財源×100

83.9%
Ｈ
16 87.5% H21 87.0%

企画
財政課

83.2% 84.9% 84.9% 達成済み 決算統計

　義務的経費である経常経費
は、扶助費の伸びにより増加傾
向にある中で、毎年、予算編成
時から物件費・維持補修費等の
節減に努めることにより経常経
費の上昇を抑制した。
　また、自主財源である市税の
確保、地方消費税交付金等の増
により経常一般財源が増加し
た。

　今後も徹底した歳出削減と税
収確保に取り組み、財政の健全
化を維持する。

ー ー ー ー ー

69 市税収
納率

自主財
源の収
納状況
を示す
指標

市民税、固
定資産税、
軽自動車
税、市たば
こ税、目的
税の徴収率
（現年分）

97.1% Ｈ
16 96.7% H21 98.0% 収納課 97.88% 98.42% 98.62% 達成済み

収入済額÷調
定額

滞納整理強化
（差押の取り組み強化・過払金
対応・分納管理）

実効性ある方策と職員のスキル
アップ

ー ー ー ー ー

70
国民健
康保険
税収納
率

自主財
源の収
納状況
を示す
指標

国民健康保
険税の徴収
率（現年
分）

88.3% Ｈ
16 85.8% H21 90.0% 保険課 89.93% 90.65% 91.27% 達成済み

収入済額÷調
定額

収納課による、滞納整理・滞納
処分等の対策が効果を上げてい
ることと、保険課において、資
格調査（毎月）や不現住調査、
軽減保留世帯への申告勧奨通知
の他、年金事務センターから届
く年金資格喪失者リストによ
り、喪失手続勧奨通知を送付す
るなど、資格の適正化に向けて
の対応が効果を上げているもの
と考えられる。

今後も収納率向上に向け、保険
課において資格適正化のための
資格調査、居所不明者調査、軽
減保留世帯（未申告者）への申
告指導の実施と申告勧奨通知の
送付の他、資格喪失者調査と手
続勧奨通知の発送を行っていく
と伴に、収納課においても引き
続き、滞納処分や分納誓約の履
行確認の強化を行っていく。

ー ー ー ー ー

71

窓口
サービ
スに対
し満足
度を感
じる市
民の割
合

窓口
サービ
スの改
善状況
を示す
指標

市民アン
ケート調査
において、
満足と感じ
る市民の割
合

64.7% Ｈ
17 86.0% H21 90.0%

市民
窓口課

79.6% 80.4% 76.3% 未達成

H26窓口
サービス向上
アンケート結
果（あいさ
つ、言葉づか
い）

窓口サービスの改善を目標に、
窓口サービスアンケートの言葉
づかい「よい」の割合を向上さ
せるよう積極的に接遇研修に参
加し、親切丁寧な対応を心掛け
て窓口対応に努めてきたが、市
民の感情にも波があり８０％前
後の数値を５年間で維持してお
り、目標値９０％には及ばない
結果となった。

１次における目標値（９０％）
がやや高すぎたため、２次の目
標値（８３％）に向けなお一
層、質の良いサービスが提供で
きるよう努めていきたい。

５　交流と協働
による未来を拓
く活力のあふれ
るまち（産業・
行政）

（５）創造
的な行政運
営の推進

①窓口対
応サービ
スの向上

継続実施 83.0%

72

電子申
請、届
出等シ
ステム
の業務
数およ
び利用
件数

電子行
政サー
ビスの
進展度
合いを
示す指
標

電子申請、
届出等シス
テムの利用
件数

5件
Ｈ
16 148件 H21 300件 総務課 239件 285件 265件 未達成

山梨県市町村
事務組合調査

主な理由として、｢ふるさと納税
申込み｣者が平成27.7月より実
施されているふるさとチョイス
からの申し込みなど申請方法が
多様化したことによる。

現行システムは、平成29年度末
まで運用し、平成30年度から次
期システムに移行する予定。現
行システムの知名度、利用率が
低いことは、共通認識である。

５　交流と協働
による未来を拓
く活力のあふれ
るまち（産業・
行政）

（５）創造
的な行政運
営の推進

④情報化
の推進

削除 ー

73

庁舎利
用が分
かりや
すく便
利だと
感じる
市民の
割合

庁舎整
備及び
庁舎利
用サー
ビスの
状況を
示す指
標

市民アン
ケート調査
において、
感じると答
えた者の割
合

－ 71.0% H21 80.0% 総務課 － － － 未達成
※今後アン
ケートにより
把握予定

県から全体計画認定（建築基準
法第86条の8）を受けて庁舎新
館を増築したことから、既存不
適格建築物となっている竜王庁
舎本館について、平成40年度ま
でに、改正後の建築基準法に適
合させる。適合できなければ、
期限までに本館は建替え。（現
在の技術では、適合はできな
い。）

５　交流と協働
による未来を拓
く活力のあふれ
るまち（産業・
行政）

（５）創造
的な行政運
営の推進

③庁舎整
備の推進

削除 ー

74

市民公
募委員
を含む
審議会
などの
割合

市政の
審議・
審査を
行う場
への一
般市民
の参画
状況を
示す指
標

市民公募委
員を含む附
属機関の数
÷附属機関
の総数×
100

0% Ｈ
17 2.0% H21 30.0% 総務課 11% 13% 11% 未達成

公募実施団体
数…７
行政委員等団
体数…6３

学識経験を有する者の中から選
任するなど委員会・審議会毎に
選出方法が異なるため、市民公
募を含む委員会等の占める割合
を高めることに難しい面があ
る。

委員の選出方法、情報公開の取
り扱い等については、委員会の
設置目的、性質等により、それ
ぞれ対応が異なるため、行政活
動への住民参画の成果指標とし
て、市民公募委員を含む委員会
の割合で算出することに無理が
あると思われる。

５　交流と協働
による未来を拓
く活力のあふれ
るまち（産業・
行政）

（４）協働
のまちづく
りの推進

③市民参
加及び協
働の推進

削除 ー

⑥
住
み
よ
さ
を
み
ん
な
で
築
く
ま
ち
づ
く
り

－10－



第1次甲斐市総合計画（後期基本計画）『成果指標取組状況』（平成２３年度～２７年度）

指標名
指標の
説明

指標の
算出方法

Ｈ27
目標値

担当課 H25 H26 H27
成果指標
達成結果 算出根拠 基本目標 政策 施策 成果指標

H32目標
値

平成２８年度以降の取組予定
（第２次総合計画での対応を含

む）現況値

番
号

基本
政策

『実績値』

前期基本計画
策定時値

『成果指標』 未達成成果指標の取組（第２次総合計画）
（達成済みの場合）

達成できた理由
（未達成の場合）

達成できなかった理由

75

パブ
リック
コメン
トを求
めた件
数

政策立
案等に
際して
の市民
の意見
聴取の
状況を
示す指
標

パブリック
コメント手
続き実施件
数（年間）

0件
Ｈ
17 5件 H21 7件

秘書
政策課

2件 9件 5件 未達成
秘書政策課調
べ

平成27年度については、パブ
リックコメントの対象となる計
画、施策等が5件しかなかった
ため。

　パブリックコメントの実施件数
は、制度の対象となる計画、施策
等の策定件数により増減すること
から、目標指数としてふさわしく
なかったため、第２次総合計画に
おいては、パブリックコメントの
実施件数を目標指数から除外し
た。
　パブリックコメント制度につい
ては、甲斐市まちづくり基本条例
による協働のまちづくりを推進す
るための手法のひとつであり、引
き続き制度の充実を図り、市民参
加の推進を図る。

５　交流と協働
による未来を拓
く活力のあふれ
るまち（産業・
行政）

（４）協働
のまちづく
りの推進

③市民参
加及び協
働の推進

削除 ー

76

会議記
録を公
開して
いる審
議会な
どの割
合

情報公
開への
取り組
み状況
を示す
指標

会議を公開
している附
属機関の数
÷附属機関
の総数×
100

0% Ｈ
17 2.0% H21 30.0% 総務課 10% 13% 11% 未達成

会議記録公開
団体数…７
行政委員等団
体数…6３

会議録の公開については、委員
会・審議会等の性質上、公開・
非公開の取り扱いがそれぞれ異
なっているため、情報公開する
委員会等の占める割合を高める
ことに難しい面がある。

委員の選出方法、情報公開の取
り扱い等については、委員会の
設置目的、性質等により、それ
ぞれ対応が異なるため、情報公
開への取り組み状況を示す成果
指標として、会議録を公開して
いる委員会の割合で算出するこ
とに無理があると思われる。

５　交流と協働
による未来を拓
く活力のあふれ
るまち（産業・
行政）

（４）協働
のまちづく
りの推進

②情報公
開の充実

削除 ー

77

市内に
主たる
事務所
を置く
NPO法
人の数

NPO法
人の活
動状況
を示す
指標

市内に主た
る事務所を
有し、国ま
たは県の認
証を受けた
NPO法人
の数

7団体
Ｈ
17 14団体 H21 16団体

市民活動
支援課

20団体 22団体 23団体 達成済み

山梨NPO情
報ネット
登録団体（甲
斐市内に主た
る事務所を置
くもの）

平成24年4月1日から施行され
た「特定非営利活動促進法の一
部を改正する法律」により、活
動分野の追加や認定制度の見直
しにより、認定申請団体が増加
したと思われる

NPO関連の情報について、ホー
ムページ等の利用による周知を
図り、NPO法人の認証数を伸ば
す。

ー ー ー ー ー

78

審議会
等委員
への女
性委員
の登用
割合

市政の
審議・
審査を
行う場
への女
性の参
画状況
を示す
指標

女性委員÷
審議会等委
員の総数×
100

－ 20.3% H21 30.0%
市民活動
支援課

20.7% 22.4% 20.6% 未達成
市民活動支援
課調べ

相談員、審議会委員について
は、目標達成できたが、法令委
員や前記以外のその他委員にお
いて、目標を数値を大きく下回
ることになり、全体的な登用割
合の数値を下げる結果につな
がった。

平成28年度を計画初年度とした
「第３次甲斐ヒューマンプラ
ン」においても登用割合を30％
以上と掲げているので、ヒュー
マンプランの策定周知と併せて
目標値達成の周知を行ってい
く。

５　交流と協働
による未来を拓
く活力のあふれ
るまち（産業・
行政）

（４）協働
のまちづく
りの推進

⑤男女共
同参画社
会の推進

継続実施 30.0%

⑥
住
み
よ
さ
を
み
ん
な
で
築
く
ま
ち
づ
く
り

－11－



第1次甲斐市総合計画（後期基本計画）『成果指標取組状況』（平成２３年度～２７年度）

指標名
指標の
説明

指標の
算出方法

Ｈ27
目標値

担当課 H25 H26 H27
成果指標
達成結果 算出根拠 基本目標 政策 施策 成果指標

H32目標
値

平成２８年度以降の取組予定
（第２次総合計画での対応を含

む）現況値

番
号

基本
政策

『実績値』

前期基本計画
策定時値

『成果指標』 未達成成果指標の取組（第２次総合計画）
（達成済みの場合）

達成できた理由
（未達成の場合）

達成できなかった理由

79

市の一
体感を
感じる
人の割
合

新市の
一体感
の醸成
に向け
た取り
組み状
況やそ
の成果
を示す
指標

市民アン
ケート調査
において、
肯定的回答
をした人の
割合

－ 59.7% H21 70.0% 総務課 － 57.1% － 未達成

第2次甲斐市
総合計画策定
「市民アン
ケート」より

甲斐市としての新イベント「わ
くわくフェスタ」の開催、「赤
坂とまと」や「焼酎大弐」の製
造・販売などを通し、旧町エリ
アを超えた市民意識の醸成を
図ってきた。これらの取組みの
認知度は認められるが、長年に
わたり培われた生活や活動の中
心である「地元・地域」への意
識が勝っているものと思われ
る。

旧町単位などを取り除いた参加
型のスポーツイベントや生涯学
習活動などを充実させ、参加者
相互のつながりの枠を広めてい
くなどの地道な取組みが必要と
思われる。

５　交流と協働
による未来を拓
く活力のあふれ
るまち（産業・
行政）

（３）交流
と定住促進
による新た
な活力づく
り

④全市的
イベント
の開催

削除 ー

80

郷土の
歴史に
関心を
持って
いる人
の割合

新市の
歴史・
文化の
掘り起
こしや
その活
用状況
を示す
指標

市民アン
ケート調査
において、
肯定的回答
をした人の
割合

－ 59.7% H21 70.0%
生涯学習
文化課

━ 58.7% ― 未達成

第2次甲斐市
総合計画策定
「市民アン
ケート」より

市民が直接郷土の歴史に接する
場、情報提供の不足。

公共施設等総合管理計画の作成
等により方向性を決める。

１　まちづくり
は人づくり生涯
にわたる学びの
まち（教育・文
化）

（２）生涯
学習・文化
活動の推進

③生涯学
習環境の
充実

削除 ー

81

全市的
な催
し・イ
ベント
への参
加者数

市を挙
げた催
しへの
市民等
の参加
状況を
示す指
標

地域を限定
しない全市
的な催し・
イベントへ
の参加者数

－
50,000

人
H21

55,000
人

商工
観光課

13,000
人

61,000 50,000 達成済み
わくわくフェ
スタ来場者数

平成19年度から恒例で開催し、
毎年内容を充実させて計画して
きたことにより、市内外への普
及、また内容の評価が得られた
ためだと考えられる。

甲斐市イベントの活力が、市民
の一体感や地域に対する愛着心
の醸成、また広く市外や県外へ
発信し、さらにはインバウンド
マーケティングにつながる産業
発信を目的としたイベントを計
画する。

ー ー ー ー ー

※前期基本計画策定時値が「－」で表示してあるものは前期基本計画策定時値が明らかでないことを表します。 成果指標
達成状況

件数

※実績値が「－」で表示してあるものは実績値が明らかでないことを表します。 達成済み 32

未達成 49

計 81

そ
の
他

（
全
基
本
政
策
共
通

）

－12－


